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第１ 個人住民税のあり方について 

１ 検討の背景 

 地方税制については、平成の 30年間を通して、税源の偏在性が小さく税収

が安定的な地方税体系の構築に向けて一連の抜本的税制改革を行ってきたと

ころであり、その中で、個人住民税についても、平成 19年度の３兆円の税源

移譲・10％比例税率化にみられるような抜本的な改革が行われてきたところ

である。個人所得課税については、近年も、経済社会の構造変化を踏まえ、働

き方やライフコースの多様化等への対応として、平成 29年度改正における配

偶者控除及び配偶者特別控除の見直し、平成 30年度改正における給与所得控

除・公的年金等控除から基礎控除への 10万円振り替え、令和２年度改正にお

ける未婚のひとり親に対する税制上の措置等が行われてきており、現在も、政

府税制調査会において、引き続き、これらの観点から議論がなされることとさ

れている。 

 このように、平成の 30年間を通した諸改正や近年における個人所得課税の

議論を踏まえ、個人住民税の今後の目指すべき中長期的なあるべき姿や大き

な方向性を改めて議論する必要があるところである。 

個人住民税は、地域住民がその能力に応じ広く負担を分任するという「地域

社会の会費的性格」を有するとともに、その税収は地方税収全体の３割を超え

る基幹税であることから、地方団体が提供する行政サービスの充実等のための

財源確保の面において重要な役割を担っているところである。個人住民税のこ

のような役割・性格を踏まえつつ、令和３年度個人住民税検討会においては、

平成以降の地方税制の抜本的な改革を振り返り、個人住民税のあり方等につい

て検討を行ったものである。検討に当たっては、以下のとおり項目毎に意見交

換を行うとともに、石田委員及び齊藤委員から論点の提示もいただいている。

以下では、その内容もあわせて紹介するものである。 

２ 均等割 

(1) 概要

個人住民税は、地域社会の費用を住民がその能力に応じて広く負担すると

いう性格を持っているが、この中において、均等割は、非課税限度額を上回

る者に定額の負担を求めるものであり、特にこの「地域社会の会費的性格」

を最も有しているものである。 

均等割の標準税率は、現在、市町村民税 3,000 円、道府県民税 1,000 円と

されているが、平成 26年度から令和５年度までの間については、東日本大震

災からの復興を図ることを目的として地方団体が実施する防災のための施策

に要する費用の財源を確保するために、市町村民税及び道府県民税がそれぞ

れ 500円ずつ引き上げられている。 

均等割の税率について、過去の経緯をみると、昭和 25年度の標準税率は 400
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円から 800円まで（人口規模に応じて三段階）、その後、税率は順次引上げら

れ、平成８年度には 2,000 円から 3,000 円まで（人口規模に応じて三段階）

とされていた。その後、平成 10 年度には制限税率が撤廃、平成 16 年度には

人口要件が撤廃され、人口規模にかかわらず、個人住民税均等割の税率が一

律に市町村民税は 3,000 円、道府県民は 1,000 円とされ合計 4,000 円の標準

税率とされた。それ以降、均等割の税率の引き上げはなされていないところ

である。 

なお、令和６年度以降、個人住民税均等割の枠組みを活用して、年 1,000円

の森林環境税（国税）が新たに課税されることとされている。 

本検討会においては、これらの経緯や、過去に行われた見直しの議論等を紹

介しつつ、自由に意見交換を行った。 

(2) 本検討会における議論

本検討会では、各委員から以下のような意見があった。

（均等割の引き上げ） 

・ 復興税の 1,000円が終了する代わりに、国税として森林環境税の 1,000円

を新たに設けることとされたが、このようなタイミングで、均等割の引き上

げを議論する可能性について、どのように考えるか。 

・ 大きな金額ではない中で、将来的な展望として、仮に均等割の役割をもう

少し広くしていくときに、住んでいる自治体の生活に必要なコストに応じた

税制にするなど、自治体によって標準税率を設定することはあり得るのか。 

・ 個人住民税を地域社会の会費という形で捉えれば、上げる方向で検討する

ということで良いと思うが、逆進性の問題もあるため、非課税世帯への配慮

は必要 

・ 地方財政を考える時には、個人住民税や固定資産税のような偏在性の少な

い税制が重要であることから、均等割の引き上げについても、再度検討して

良いと思う。 

・ 以前は、均等割を引き上げて、税の簡素化をするべきという話があったの

ではないか。 

・ 平成 16 年度においては、市町村民税の均等割の税率が一律 3,000 円とさ

れていたが、自治体の規模による差をなくしたというもので、均等割の増税

ではないと考えている。均等割の引き上げはこれからの議論だと思うが、平

均給与額が上がる状況になれば、議論がしやすくなるのではないか。 

・ 所得税においては、給与所得控除や公的年金等控除により、課税ベースが

狭くなるため、所得の再分配機能が低下しているといわれているが、個人住

民税においても同じ構造になっている。このような状況を踏まえると、平成

16 年以降の平均給与額の推移から均等割を上げる必要はないと思うものの、

均等割の引き上げについて検討する必要はあるのではないか。 
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・ コロナ禍が長期化する中で、所得も伸びる環境にはなく、負担増による経

済停滞も懸念される。 

 

（森林環境税） 

・ 現在も、森林環境の保全等を目的とした道府県の超過課税は続いており、

森林環境税の使途が広くなってしまっているのではないか。当該超過課税を

続けることについては、住民への説明が必要であり、その効果について検証

が必要。 

・ 過去に道路特定財源で問題となったように納税者の目から見て不適切な

支出がなされないように、森林環境税の使途が適切な目的に効果的・効率的

に使われているかについては、使途の透明性確保を高めるとともに、厳しく

定期的に監査をしていく必要がある。今後は、森林環境税における使途の効

果的・効率的な報告体制及び監査体制のあり方についても検討を加えていく

必要がある。 

・ 既に道府県で超過課税が行われていたが、後から国が森林環境税を新たに

創設した。地方税法の規定においては、国税と課税標準を同じくするものは

新たに地方税とすることができないが、森林環境税は個人住民税に新たに上

乗せされた税であるといえるのではないか。良い悪いは別としてこの様な仕

組みをどう考えるか。 

・ 森林環境の保全等を目的とした道府県の超過課税について、普通税として

納められるものに目的を定めることは問題があるのではないか。遅くとも令

和６年度に森林環境税の課税が始まるまでには、この様な超過課税は整理す

べきではないか。 

・ その他の超過課税は、財源不足を補う印象である。現在の形での森林環境

税はやめてほしいと思うが、今後も必要ということであれば、社会環境変化

に対応する使途、必要金額、効果、他の税との整理等、丁寧な説明が必要で

あると考える。 

 

（家屋敷課税） 

・ 法人税の均等割においては、例えば、A 県 B 市に本社があり、A 県 C 市に

支店がある場合、A県に対しては A県分の均等割を１回支払うこととされて

いる。一方、個人住民税の均等割においては、同様に A 県 B 市に居住し、A

県 C市に事務所がある場合には、A県に道府県民税の均等割を２回支払うこ

ととされており、これは二重課税が生じているといえるのではないか。 

・ 指定都市が区を設けている場合、法人が指定都市内の二以上の区に事務所

を有するとき、それぞれの区に均等割を納めることについても検討が必要で

はないか。  

 

 

３ 金融所得課税 
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(1) 概要

金融所得とは、利子所得、配当所得及び株式等に係る譲渡所得等をいうもの

とされ、これらの所得に対する課税については、所得税と個人住民税が一体と

して制度設計されており、源泉徴収（特別徴収）により課税関係が完結する仕

組みが設けられている。 

我が国においては、平成 16年６月「金融所得課税の一体化についての基本

的考え方」（政府税制調査会金融小委員会報告）を踏まえ、金融商品間の課税

の中立性、簡素でわかりやすい税制、一般の個人投資家の投資利便性の向上な

どを目指す金融所得課税の一体化が進められてきた。具体的な内容としては、

金融所得の間で課税方式の均衡化をできる限り図ること、金融所得の間で損

益通算の範囲を拡大することの２点である。経緯については（2）で詳述する。 

金融所得課税については、高所得者層ほど所得に占める株式等の譲渡益等

の割合が高いことや、金融所得の多くは分離課税の対象になっていること等

により、高所得者層で所得税の負担率は低下していることが指摘されている。

国税庁の資料によると、合計所得金額が１億円を超えると申告納税者の所得

税負担率が低下することが確認されているところである。 

なお、金融所得課税に関する個人住民税の課題として、令和２年度の個人住

民税検討会においては、上場株式等の配当所得等の課税方式の選択について

の検討が行われている。その報告書のまとめにおいて、「所得税と個人住民税

とで異なる課税方式を選択することにより、結果として、個人住民税だけでな

く社会保険料等にも影響を及ぼしていることについては、公平性の観点から

課題があるといえる。」、「所得税と個人住民税とで所得を一致させる観点から、

将来的には、課税方式を一致させる方向で見直しを行うことも考えられる。」

とされたところである。 

(2) 金融所得課税に係る過去の改正経緯

・平成 13年秋及び平成 14年度改正

株式譲渡益課税について、源泉分離課税選択課税制度が廃止され、平成 15

年１月１日から申告分離課税へ一本化することとされた。その上で、上場株

式等を譲渡した場合の軽減税率の特例の創設（所得税 15％、個人住民税５％。

なお、非上場株式等は所得税 20％、個人住民税６％）、上場株式等に係る譲

渡損失の繰越控除の創設等がされた。また、平成 14 年度改正においては、

特定口座制度の創設等がされている。

・平成 15 年度改正

従来の金融・証券税制に対し、個人投資家の間には、「新証券税制が複雑

で分かりにくい」ということのほか、「税務当局に関わりたくない」という

不満があり、政府内においても金融・証券税制について「貯蓄から投資へ」

との課題への対応や簡素化が強く要請されていた。 

こうした状況の中で、将来の利子、配当及び株式譲渡益に対する課税の一
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体化を視野に入れ、金融商品間の中立性の確保と課税の簡素化が重要な政

策課題となっていることから、上場株式等の配当及び上場株式等の譲渡益

等について一律 20％（所得税 15％、個人住民税５％）の源泉徴収のみで課

税が完了する仕組み（申告不要）が導入された。さらに、個人投資家の積極

的な市場参加を促す観点から、これらの所得について 10％（所得税７％、

個人住民税３％）の優遇税率を適用することとされた。 

 

 ・平成 20 年度改正 

個人投資家の投資リスクを軽減し、リスク資産への投資促進を図るため

には損益通算範囲を拡大していくことが必要であるとの観点から、上場株

式等に係る配当所得等の申告分離課税が創設された。 

これにより、上場株式等に係る配当所得等について申告した場合、納税

義務者の選択により、総合課税方式と申告分離課税方式のいずれかを選択

することが出来ることとされた。 

 

・平成 25年度改正 

平成 26 年１月から所得税及び個人住民税をあわせて 20％の税率が適用

されることを踏まえ、金融所得課税の一体化を拡充する観点から、公社債の

利子及び譲渡損失並びに上場株式等に係る所得等の金融商品間の損益通算

範囲の拡大等を行うこととされた（平成 28 年から）。また、あわせて NISA

（非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税

措置）が創設された。（なお、NISA については、その後もジュニア NISA や

つみたて NISAの創設等の NISAの見直し・延長が順次行われている。） 

 

・平成 29 年度改正 

上場株式等の配当所得等について、所得税と個人住民税とで異なる課税

方式を選択することについて納税者及び市町村が判断に迷うケースがあっ

たことから、異なる課税方式を選択できることを明確化するために、確定申

告書を提出した後、住民税申告書を提出した場合における課税方式の決定

等についての規定が整備された。 

なお、この平成 29 年度改正後、納税義務者が上場株式等に係る配当所得

等について、所得税及び個人住民税で異なる課税方式を選択する事例が見

られるようになり、この点について令和２年度の個人住民税検討会におい

て議論がなされているところである。 

 

(3) 本検討会における議論 

  本検討会では、各委員から以下のような意見があった。 

 

（金融所得課税の一元化） 

・ 経済界としても一元化の促進は要望している。デリバティブを含む金融所
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得課税のさらなる一元化については、短期的に課題となってくるものと考え

ている。 

・ 複雑であるので、一元化を推進すべきである。中小企業の活力強化という

観点からも、中小・ベンチャー企業等への資金調達の円滑化を図る効果が期

待できる。 

（金融所得課税の税負担の公平性） 

・ 金融所得の一体課税について、所得が１億円を超えると実効税率が下がる

状況があり、問題視している。多額の株式譲渡所得を得た場合などには、個

人住民税の税率を上げることも検討すべきではないか。 

・ 一般的には高所得者に課税するべきだという話がある一方、金融所得課税

については、スタートアップ企業を増やす動きがある中で、その意欲を削い

でしまうのではないかという議論がある。また、コロナ禍においても、株式

市場自体はそれなりに株価が高いところで推移している中で、税率を上げる

と株式市場を冷え込ませるのではないかという懸念もある。 

・ 経済界においては、税率を上げることで金融資産が海外に逃げる恐れがあ

るため、税率を高くすべきではないと主張する声があるが、所得における税

負担の割合について、高所得者においては低くなっているという状況は適正

とはいえないのではないか。 

（金融所得課税の税率） 

・ 個人的に金融所得課税の税率は他国と比べて低過ぎるのではないかと思

うが、金融所得の税率だけを一律に高くすべきではなく、他の所得への課税

状況を踏まえる必要があることから、金融所得課税の累進税率化についての

検討も必要ではないか。 

・ 一律に税率を高くすることは、現在、申告不要を選択している多くの低所

得者層に高い税率を課すことになる可能性があるため、丁寧に検討していく

必要がある。 

・ 金融所得に応じて累進税率化をする場合、源泉徴収で申告不要を選択した

金融所得については、技術的にどのように紐づけをして課税することとなる

のか。 

（国と地方の税収配分） 

・ 所得税と個人住民税の最低税率を比較して金融所得課税の税率について

の議論を行うこともできるのではないか。また、税収の帰属地の問題につい

て、本社所在地や保有者の住所地に帰属させると、偏在は起こってしまうの

ではないか。 

・ 国と地方の税率については、現在は 15 対５とされているところではある

が、地方分権推進の観点から、12対８ということでも良いのではないか。 
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（課税方法、納税地） 

・ 金融所得課税は、地方税としても位置づけられているので、国からの譲与

税とすることに葛藤はある。譲与税とする場合においては、人口割とするの

か、財政需要面を基礎とするのかという議論が生じるのではないか。マイナ

ンバーカードの取得も広がっており、住所地課税もできるのではないか。

・ 金融所得課税について、所得税においては源泉地によることとされており、

個人住民税は住所地課税とされているが、法人の所在地で源泉徴収して、そ

の自治体の税収とすることとしても良いのではないか。ただし、東京に集中

することとなるため、理論的には法人所在地としても、所得税と同じ理論と

するのか、そうではないのかということを考えることが必要。 

４ ふるさと納税制度 

(1) ふるさと納税制度

① 概要

ふるさと納税は、税制上の寄附金税額控除を活用し、個人が地方団体に対

して寄附金を支出した場合に、寄附金額から２千円を差し引いた金額（一定

の上限あり）を所得税及び個人住民税から軽減する仕組みである。 

ふるさと納税については、平成 20 年度改正によって創設されて以降、平

成 23年度改正において寄附金控除の適用下限額の引下げ（５千円から２千

円）、平成 27 年度改正において特例控除額の上限額の引上げ（個人住民税

所得割の１割から２割）及びワンストップ特例制度の創設（ふるさと納税先

団体に申請することにより確定申告不要で控除を受けられる手続き）が行

われるなど、制度の拡充が図られ、その規模が大きく拡大してきたところで

ある。 

その一方で、寄附に伴い地方団体から寄附者に対し送付される返礼品につ

いて、高額なものや金銭類似性の高いもの（商品券）が送付されるなど、返

礼品を巡る地方団体間の過度な競争を問題視する声が聞かれるようになっ

た。そのため、平成 27年度以降、総務省から地方団体に対して、ふるさと

納税の趣旨に反するような返礼品を送付しないこと等を要請する総務大臣

通知（技術的助言）が発出された。しかしながら、一部の地方団体において、

過度な返礼品の送付が継続されるなど、制度への批判が一層高まり、ふるさ

と納税自体の存続が危ぶまれる事態となったことから、最終的には、令和元

年度改正において、総務大臣が定める基準（募集適正基準、返礼割合３割以

下基準及び地場産品基準）に適合する地方団体をふるさと納税の対象とし

て総務大臣が指定する「ふるさと納税指定制度」が創設されたところであ

る。 

現在においては、この指定制度の下で、各地方団体がふるさと納税制度の

適正な運用に努めているところである。 
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② 本検討会における議論

本検討会では、各委員から以下のような意見があった。

（ふるさと納税の意義） 

・ 今後更に増加していく中で、自治体間の税収の取り合いだけでなく、国と

地方との関係についても考えておくべき論点があるのではないか。一方で、

ふるさと納税は、コロナ禍や自然災害によって困っている方を助けるための

寄附を行うという、これまで日本になかった文化を後押ししている良い面も

ある。 

・ 熱海の土砂災害において義援金として活用されるなど、納税者にも新しい

感覚が生まれたことは良いことであると思うが、ふるさと納税の使途につい

ては、再度考えることが必要ではないか。 

・ 税額控除ではなく所得控除にするべきではないか。災害時の寄附は良いこ

とだとは思うが、義援金としてふるさと納税を行うことによって元々納める

べき税金から控除することには違和感を覚える。 

（返礼品の課題） 

・ 地場産品などが少ない地域や関東圏の市町村において、収入が見込みにく

いことがあり、自治体によって不公平感があるように見えるため、今後のあ

り方を気にしている。 

・ 返礼品目当てのふるさと納税の課題は引き続きあるが、指定制度になった

ことで一定程度改善されていると思う。 

・ 返礼品の調達費用部分は収入にはならず、納税者に流れてしまうところは

デメリットだと思うが、返礼割合を制限し、法律に明記したことは評価でき

る点である。 

(2) 二地域居住に係る課税のあり方

① 概要

コロナ禍をきっかけとして、地方への「新しい人の流れ」の創出が議論さ

れており、二地域居住は今後も広がっていくことが見込まれる。 

個人住民税は、原則として、１月１日の住所地の市町村において課税され

ることとされており、地域住民がその能力に応じ広く負担を分任するとい

う性格（地域社会の会費的性格）を有するものであることから、二地域居住

を前提としたものではなく、このことをどう考えるのか、という論点がある。 

 住所地以外の地方団体へ個人住民税を納税する仕組みについては、平成

19 年度において、総務省に設置されたふるさと納税研究会で検討が行われ

たところである。この中において、個人住民税の一部を住所地以外の団体に

納付するための仕組みについての検討が行われていたが、「住所地以外の地

方団体に個人住民税の課税権を法的に根拠付けることはできない」と結論

付けられたことから、寄附金税制を活用する形で、実質的に住所地以外の地
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方団体に個人住民税の一部を移転する仕組みとして「ふるさと納税制度」が

創設されたという経緯がある。仮に、居住実態に応じて複数の団体が課税す

ることとした場合、強制性を伴う課税の根拠となる居住実態をどのように

正確に把握するのか、市町村の課税実務が極めて複雑となる、特別徴収を行

う企業の負担が増える、といった課題も考えられるところである。 

また、複数の住所を認定することとした場合には、税のみならず、住民票

や選挙など様々な制度との関係についても慎重な議論が必要であると考え

られる。 

 現状においては、二地域居住を行う場合に、「ふるさと納税制度」を活用

することにより、個人住民税の一部を実質的に当該居住地先の地方団体に

移転させることが可能となっている。 

② 本検討会における議論

本検討会では、各委員から以下のような意見があった。

（二地域居住における納税） 

・ 二地域居住について、ふるさと納税で対応しているとのことだが、今後、

単身赴任者の居住地など複数の場所に住むことを考える余地は増加すると

思う。 

・ 住所地以外への納税については、個人住民税の公共サービスの対価や地域

の会費という性格上、今後も考えていく必要があるのではないか。 

・ 二地域居住における課税は、将来的な検討課題であると考える。今後は競

争の時代であり、自治体同士でも税の取り合いをすることがあるという割り

切り方もあるかもしれないが、合理的な考え方は必要ではないか。 

・ 現行法では、住所を有する所で課税されるため住民票がある自治体となる

が、所得税においては生活の拠点によって住所を判断するため、争いになり

得る。そのため、２つの自治体が課税することも理論的にはあり得るのでは

ないか。そのような場合に、地方税法においてどのような対応を取るのか考

えておくことが必要。 

・ １年間のうち２か所に数か月ずつ住んでいるのであれば、２か所に納税す

ることが理想だと考える。 

・ 応益性の観点から、課税は検討できるが、簡素の観点から納税先を複数に

分散させる方法は望ましくないのではないか。 

（課税事務の課題） 

・ 居住地について、生活の本拠地に正しく住民票を置いてもらえれば、課税

事務もスムーズになり、現年課税もうまくいくのではないか。別荘を持って

いる納税者や、単身赴任をしている納税者については、課税事務が難しくな

っている。 
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５ 県費負担教職員制度の見直しに係る税源移譲 

(1) 概要

平成 29年度以前においては、市町村立小中学校の職員に係る給与の負担や

職員の任命権については、都道府県が有することとされていた。一方で、指定

都市においては、指定都市教育委員会が職員の任命権を有しているにもかか

わらず、職員の給与を都道府県が負担するという状況が生じていた。 

このように人事権者と給与負担者が異なる状態について、指定都市からは、

この状態を解消するよう要望がなされてきており、平成 25 年 11 月において、

給与負担を指定都市に移譲すること、それに伴う財政措置として、個人住民税

所得割の税率２％相当分を道府県から指定都市へ移譲することが合意された。 

また、事務の移譲については、第４次分権一括法（地域の自主性及び自立性

を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成

26年法律第 51号））により行われることとされ、平成 29年４月１日から施行

することとされた。 

このような状況を踏まえ、平成 29 年度の税制改正によって、税源移譲に係

る改正が行われることとなり、個人住民税所得割の税率について、道府県民税

４％、市町村民税６％とされていたものを、指定都市においては道府県民税

２％、市町村民税８％とすることとし、その他必要な措置を講じることとされ

た。 

また、これに関して、市町村民税所得割を基準としている社会保障制度等に

おいて判定が行われることとなると、指定都市と他の市町村で適用される市

町村民税所得割の税率が異なることから、１月１日に指定都市に住所を有し

ていた者が、転居等により指定都市以外の市町村で各社会保障制度等を利用

する場合に、従前から当該市町村に住所を有している者と単純に比較されて

しまうと、不公平が生じるおそれがあったことから、実務面での準備等の対応

が必要とされていたところである。総務省においては、「市町村民税所得割」

を利用している制度を所管している関係省庁等に対して、「市町村民税所得割」

とは異なる基準への変更等の対策の検討の要請を行ったところであり、各地

方団体においても、独自に実施している制度の給付の受給要件や利用者負担

の決定等の基準として「市町村民税所得割」を利用している場合には、社会福

祉部局等と連携して「市町村民税所得割」とは異なる基準への変更等の対策を

行うことについて検討を行うよう要請を行っていたところである。これを受

けて、多くの制度において見直しがされたところであるが、現時点においても、

一部で「市町村民税所得割」を利用している制度が存在している。 

本検討会においては、権限委譲に伴う税源移譲の事例として、当時の経緯や

税源移譲の考え方等を確認したものである。 

(2) 本検討会における議論

本検討会では、各委員から以下のような意見があった。
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（納税義務者への周知） 

・ 県費負担教職員制度の見直しに伴う税源移譲については、一般財源とされ

るため、どのように使われるのか知らない納税者も多いのではないか、納税

者の認識を図るための周知を行うことが必要ではないか。 

・ 市民への広報については、財源移譲前後でも税率は 10％と変わらないた

め、例年の税制改正のように市民からのご意見をいただくことはなかったと

認識している。 

 

（指定都市の税収） 

・ 税部門からは明確には分からないが、必要経費に対する収入額は十分では

ないと認識している。自治体側で必要となる財源の移譲の方法として、個人

住民税になることは想定していなかった。税収に占める個人住民税の割合は、

税源移譲後に約 50％近くになっており、徴収には力を入れているが、個人

住民税の収納率は低くなる傾向があるため、市税の全体の徴収率を下げる影

響が出ている。 

 

（指定都市の事務上の課題） 

・ これまでは福祉部局等の事務において、所得割額を使っていたものを、課

税標準に変更することは大変かもしれないが、今後、全国的に課税標準を使

うようにしていくために投げかけをすべきではないか。  

・ 税源移譲の前と後の２つの所得割額の計算の手間が生じているとのこと

だが、所得割額ではなく、例えば標準的な方法により算出した所得金額を標

準金額とした上で、各自治体の条例による個別の特例措置を適用したものに

税率を適用するという手法をとることにより効率化できるのではないか。 

・ 福祉教育制度等において個人住民税の所得割額が使われており、他の自治

体の事務に使用するため、指定都市においては通常の所得割額に加えて、

４％、６％による所得割額の計算も行わなければならない。最近の税制改正

において、個人住民税の情報を使う側には手厚く、使いやすい情報を提供す

るような仕組みにする傾向があるため、改正の際にはこの点の配慮をお願い

したい。  

・ 国民健康保険については、所得方式や税額方式などの仕組みがあり、横浜

市では数年前から所得方式とすることとされている。所得方式であれば税源

移譲による指定都市の負担は生じないのではないか。なお、証券税制におい

ては、所得方式だと影響があることも考えられるが、申告の選択制度が導入

されており、これは使う側の判断によることとなる。いずれにしても税額方

式の仕組みを使う場合には、課税する指定都市に負担が生じることとなるの

ではないか。  
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６ その他 

  以上の１から５までの項目以外についても、各委員から様々な意見があっ

たため、以下で紹介する。 

（世帯課税） 

・ 世帯課税について、フランスのようにＮ分Ｎ乗という合算分割によること

も良いと考えるが、個人住民税は比例税率であるため状況は異なる。また、

所得税においては、どちらか一方が働く世帯は、合算分割か、合算非分割に

よって、世帯の状況次第では有利・不利が生じることがある上に、自治体に

も、影響があるのではないか。 

・ 世帯単位課税については、課税実務上の対応ができるのか等の問題はある

かもしれないが、アイデアとしては非常に面白いのではないか。 

・ 国外で国際結婚をした者等については、市町村では把握することができず、

国外に所得のある配偶者がいても、手当等が支給されているケースがあるた

め、実態を市町村が確認することができる仕組みが必要ではないか。例えば、

個人住民税を世帯課税にすることで対応することができるのではないか。 

（非課税限度額） 

・ 非課税限度額と課税最低限が逆転していることについては、子ども手当の

関係で、16 歳未満の扶養控除が廃止されていることが理由としてある。ま

た、19歳以上 23歳未満の大学生については控除額が大きく設定されており、

大学生がいる世帯には控除の効果が大きくなっていることもあるのではな

いか。 

・ 個人住民税は地域社会の会費であるとされているが、所得課税であること

から、非課税限度額ではなく、課税最低限が望ましいのではないか。 

（租税教育、周知広報） 

・ 地方税の広報について、個人住民税の比例税率化の時には、税額が増える

ため説明の難しさがあったと思うが、個人住民税が何に使われているのかと

いうことを自治体の職員が説明できることが必要。 

・ 住民に対する地方税の広報をどのようにしているかについて、通常は納税

通知書と一緒に改正内容の案内を送付しているが、改正内容が難しいものに

なると書面だけでの説明が難しい。 

・ 大学では国税の科目が設けられており、税務署職員の講義等があるが、地

方税については、そのような機会が設けられていない。今後は地方税の教育

の機会があれば良いと思う。 

（地方税手続の電子化） 

・ 確定申告の情報については、現在、eLTAXの国税連携システムを通じて地

方団体に提供している。また、企業が特別徴収した個人住民税の申告・納付
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については eLTAXにより電子的に行うことができる仕組みになっている。 

・ 今後、確定申告の必要はないが、個人住民税の申告の必要がある年金所得

者等の手続についても、電子化する仕組みを検討していく必要がある。国税

庁とも調整が必要であり、総務省には調整を進めていただきたいと考えてい

る。 

・ 現在の税制度は複雑な仕組みになっており、税制改正に伴うシステム改修

に必要な費用も大きくなっている。 

（働き方やライフコースの多様化等） 

・ 今後、ライフコースが多様化し、兼業や副業が増えてきている中で、全体

の生産性向上という観点から、ＤＸを進めることが必要。 

・ 平成 30 年度改正においては基礎控除と給与所得等の控除の見直しが行わ

れ、令和２年度改正においては未婚のひとり親に対する税制措置等の改正が

行われるなど、近年の生活やライフスタイルに合わせた改正が行われており、

今後どのように変わっていくかについて気にしている。 

・ 働き方の多様化による転職等の局面が今後ますます増えてくる中で、退職

所得控除についてどう考えているのか。年金等も含めて全体として考えるこ

とが今後の課題だと思う。 

・ 近年、会社と企業年金の２カ所から退職所得を受け取る者が増えたことに

よる更正請求が増えており、今後も、ますますこのようなケースが増えるこ

とが予想されるため、より簡素な仕組みが必要だと思う。 

（その他） 

・ コロナによって、経済活動の制限や、十分な教育を受けられないなど、若

年世代に相対的に大きな負担がかかっている。このような状況に対応するた

めの財源については、世代間の負担のあり方についても、中長期的に考えて

いく必要がある。 

・ 税源移譲の際に設けられた調整控除について、複雑な仕組みであり、もう

不要ではないか。実際の仕組みについては検討が必要であるが、均等割の引

上げについて、少額所得者については税額控除、という方策も考えられるの

ではないか。 

７ まとめ 

 個人住民税については、以上で見てきたとおり、平成の 30 年間を通して、

様々な項目について改正が行われてきたところである。個人所得課税につい

ては、近年も、経済社会の構造変化を踏まえ、働き方やライフコースの多様化

等への対応として改正が行われてきており、現在も、政府税制調査会において、

引き続き、これらの観点から議論がなされることとされているところである。 

今後とも、これらの議論を踏まえた対応が必要となってくるが、個人所得課
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税の見直しに際しては、高所得者に対する「所得計算上の控除」や「人的控除」

を縮減・適正化する場合、累進税率である所得税よりも、10％比例税率である

個人住民税の方が、増収額が小さく、財源確保において難しい面があることに

も留意が必要である。 

また、個人住民税については、所得税と同じく個人の所得に課税するもので

あるが、地域社会の会費として地域住民がその能力に応じて広く負担を分任す

ることとされており、地方団体が提供する行政サービスの充実等のための重要

な財源であることから、個人住民税に関連する諸制度の見直しにあたっては、

個人住民税の性格や役割を十分に踏まえて行うことが必要である。 

本検討会で議論のあった内容のうち、特に、金融所得課税については、令和

４年度与党税制改正大綱において、「高所得者層において、所得に占める金融

所得等の割合が高いことにより、所得税負担率が低下する状況がみられるため、

これを是正し、税負担の公平性を確保する観点から、金融所得に対する課税の

あり方について検討する必要がある。その際、一般投資家が投資しやすい環境

を損なわないよう十分に配慮しつつ、諸外国の制度や市場への影響を踏まえ、

総合的な検討を行う。」とされており、今後、議論がなされる見込みとなって

いる。金融所得課税の議論に当たっては、これまで所得税と個人住民税が一体

として設計されてきたことを踏まえる必要があるが、一方で、個人住民税の利

子割、配当割及び株式等譲渡所得割は、均等割や所得割と比べて地域間の偏在

が高くなっていることをどう考えるかという視点もある。そのため、本検討会

においても、政府の議論と合わせて、この点について議論を深めて行く必要が

ある。 

また、ふるさと納税制度については、令和元年６月に指定制度が導入されて

以降、２件の指定取消しがあったところであるが、地方団体が法令の基準を遵

守しながら、制度運用を行っているところである。引き続き、各地方団体にお

いて制度の適正な運用に取り組んでいくことが重要である。 

平成 29 年度の税制改正において行われた県費負担教職員制度の見直しに伴

う改正を実施してから、既に４年間が経過しているが、未だに一部で「市町村

民税所得割」を基準としている制度が存在しており、指定都市において、改正

前の税率による市町村民税所得割の税額を算出することが求められている。指

定都市の事務負担を軽減させる観点からも、引き続き、関係省庁に対して、制

度の見直しを要請していく必要がある。 

今年度の本検討会においては、これまでの改正を振り返り、自由に意見を述

べるという性質上、制度の抜本的なあり方に関する提案も含め、様々な意見が

みられたところである。個人住民税の役割や正確を踏まえると、直ちに制度を

見直すことは難しいものも多いが、引き続き、経済社会の構造変化に合わせて、

制度のあり方について議論をしていく必要がある。本検討会における議論がそ

の際の一助となれば幸いである。 

本検討会では、今後とも、個人住民税のあり方に関する活発な議論を行って

いくものである。 
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第２ 個人住民税の 

現年課税化について 

17





第２ 個人住民税の現年課税化 

１ 個人住民税の現年課税化に係るこれまでの議論 

(1)現年課税化に関するこれまでの議論

個人所得課税については、所得税（国税）と個人住民税（地方税）がそれぞ

れ課税されることとなっているが、所得税は所得が発生した年に課税・納税が

行われるいわゆる「現年度課税」であるのに対して、個人住民税は前年中の所

得を基準として翌年度に課税する「翌年度課税」とされている。 

この個人住民税の翌年度課税の仕組みは、課税団体を明確化しつつ、納税義

務者、企業及び地方団体の事務負担に配慮したものであるが、定年退職等によ

り前年に比べて収入が大きく減少した者にとっては、税の負担感が重くなるな

どの課題が指摘されてきたところである。 

また、近年では、働き方の多様化が進んでおり、パート、アルバイト、契約

社員等の非正規雇用者も増加していることに加え、正規雇用者においても、企

業における兼業や副業を解禁する動きの拡大によって、複数の支払者から給与

等を受取る者が増えるなど、毎年一定額の賃金上昇を前提とする終身雇用・年

功型賃金体系が崩れつつあり、各年の収入・所得は変動が生じやすくなってい

る。この他、外国人労働者の増加に伴い、賦課期日である１月１日前に帰国す

る外国人労働者の所得に対して課税することができないという課題も指摘さ

れており、このような働き方の多様化や外国人労働者の増加を背景として、個

人住民税の現年課税化について検討を求める意見が出されている。 

個人住民税の現年課税化の検討については、「長期税制のあり方についての

答申（昭和 43年７月政府税制調査会）」において「住民税は、前年の所得を基

礎として課税するいわゆる前年所得課税のたてまえをとっている。所得発生の

時点と税の徴収の時点との間の時間的間隔をできるだけ少なくすることによ

り、所得の発生に応じた税負担を求めることとするためには現年所得課税とす

ることが望ましいと考えられるので、この方法を採用する場合における源泉徴

収義務者の徴収事務、給与所得以外の者に係る申告手続等の諸問題について、

引き続き検討することが適当である。」とされている。 

また、平成 17 年６月に政府税制調査会がまとめた「個人所得課税に関する

論点整理」の中で、「個人住民税は、納税の事務負担に配慮して、前年の所得

を基礎として課税するいわゆる前年所得課税の仕組みを採っているが、本来、

所得課税においては、所得発生時点と税負担時点をできるだけ近づけることが

望ましい。近年の、ＩＴ化の進展、雇用形態の多様化等、社会経済情勢の変化

を踏まえ、納税者等の事務負担に留意しつつ、現年課税の可能性について検討

すべきである。」とされている。 

その後も、平成 24 年８月に成立した「社会保障の安定財源の確保等を図る

税制の抜本的な改革を行うための消費税法等の一部を改正する等の法律」にお

いては、「個人住民税の所得割における所得の発生時期と課税年度の関係の在

り方については、番号制度の導入の際に、納税義務者、特別徴収義務者及び地
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方公共団体の事務負担を踏まえつつ、検討する。」（第７条第２号ニ（３））と

され、引き続き検討を行うべき課題として位置づけられている。 

(2) これまでの個人住民税検討会での議論

以上の経緯を受けて、これまで、本検討会において様々な議論がなされてき

ており、これらの議論を経て、以下に掲げる課題が認識されているところであ

る。昨年度の本検討会においては、「今後、より具体的な検討を進めるために

は、現在、急速に進んでいる企業や市町村におけるデジタル化、マイナンバー

カードの普及などについて一定の進捗が見られた機会を捉え、制度的・実務的

な課題、企業や市町村におけるシステム改修の必要性などについて議論を行う

ことが適当」とされていることから、今年度の本検討会においては、これらの

進捗を確認するとともに、これまでの議論を振り返り、議論を行ったところで

ある。 

① 特別徴収義務者の事務負担

・ 従業員等の給与支払等を行う年の１月１日時点の住所地を把握する必

要があり、納税義務者からの扶養控除等申告書等だけでなく住民票の提

出を求めるなど、事実を確認するための手間も生じるのではないか（年の

途中で雇用された者についてどのように把握するのかなど課題もある。）。 

・ 個人住民税の毎月の税額計算及び年末調整の事務が生じる。地方団体に

よって異なる税率を採用している場合があるため特別徴収義務者の大き

な負担となるのではないか。

② 納税義務者の事務負担

・ 現年課税化した場合には、給与所得者のうち、他の所得を有する者や医

療費控除等の適用を受けようとする者等の確定申告を行う者においては、

所得税の確定申告書だけでなく個人住民税の確定申告書も提出すること

が必要となるため、納税義務者に大きな負担になるのではないか。

・ 給与等の支払を受ける年の１月１日以降に転居した場合、転居前の住所

に対して申告する必要があるが、正しく申告されるか。

③ 市町村の事務負担

・ 医療費控除等の適用のための申告が行われた場合、市町村から住民に対

して還付事務が発生するため市町村の事務が繁雑になるのではないか。

・ 所得情報を各種社会保障制度等で利用しており、市町村においては、引

き続き各種課税資料を名寄せして管理する必要があるため、現年課税化

された後でも市町村の事務は削減されないのではないか。

④ 切替年度の税負担

・ 現年課税への切替時に、２年分の所得に対して課税が発生することとな
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るが、税負担をどのように考えるか。 

・ 仮に、切替年の課税を行わないこととした場合には、所得の発生時期を

調整することができる譲渡所得（有価証券、不動産等）について、不公平

が生じるうえ、駆込みや反動減が生じ、経済活動に大きな影響を与えるこ

とが考えられるのではないか。

２ 本検討会における議論 

  本検討会では、各委員から以下のような意見があった。 

（現年課税への切り替え年度の課題） 

・ 現年度課税への切替え時の問題はきちんと整理しなければ、納税者の理解

が得られないのではないか。 

・ 消費税については、一般消費税等のいくつかの例を提示しながら導入した。

現年課税化においても、導入時に２年間又は３年間の平均で課税することな

ど、選択肢を提示することをしても良いのではないか。この検討会での議論

も貴重な情報となるのではないか。 

・ 現年課税化する際には、１年間分の課税を免除することとしても大きな影

響はないのではないか。一般的に、その年の個人住民税について、いつの所

得に対する課税なのかはあまり意識されておらず、退職の翌年度などに、税

負担を重く感じて初めて意識するのではないか。ただし、所得の移転可能性

や労働供給への影響など、現年課税化を実現する際に留意が必要なこともあ

る。また、諸外国の状況についても留意する必要があるのではないか。 

・ 現年課税化を行う際にある年分の所得を非課税とすることとした場合に

は、例えば金融所得、土地、建物等の売却時期を調整できる所得について、

非課税になる年に所得を集めることが予見されることなど、留意が必要では

ないか。 

・ 戦後、所得税の現年課税化の際には、２年間の平均で税を取るという仕組

みであった。実務的な執行可能性も考える必要があるため万能ではないが、

特定の年分の税を非課税にするよりは、平均を取るという方法は良いのでは

ないか。 

・ 現年課税化する際に、１年分の税を取らないこととするのは、所得のタイ

ミングを調整できる人とそうでない人との間において公平性の問題が生じ

るのではないか。 

（マイナンバーカード等の活用）

・ 今後、マイナンバーカードの普及や地方税納税システムの充実等により、

どれだけ効率化できるのかという点も議論していく必要があるのではない

か。 

・ 現年課税化については、従業員の１月１日の住所把握が難しい上に、税額
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計算自体、事業者側も自治体側も納税負担がかかるため、対応が難しい状況

である。今後、行政の手続が簡素化等の観点から、マイナンバー等を活用す

る方法の検討をしていくべき。また、出国者などの特例的な部分の検討は進

めていくべき。 

（諸外国の事例） 

・ 現年課税化について、諸外国の状況の検討はしたのか。また、我が国に近

い仕組みの国はあるのか。 

・ 国際的に、前年度の所得により税額を確定して企業で特別徴収する課税方

法は特殊だという認識をしていた。源泉徴収と年末調整だけで課税が完結す

る国はそんなに多くない。 

（働き方に関する課題） 

・ 従来、日本の労働慣行において退職は一生に１回だけであったところ、転

職や海外赴任などの多様な働き方が生まれている。 

・ 今後、副業する者について特別徴収をするのかという課題が生じた場合に、

例えば、一律で徴収しておいて、把握している口座に調整分を返すという仕

組みが良いのではないか。  

（現年課税の検討の必要性） 

・ 長年、議論が継続されており、実現には厳しいハードルがあるとは思うが、

政府の各種委員会や審議会においては、なぜやらないのかという意見がある

ため、どこかで思い切って取り組むことも必要となるのではないか。そうで

なければ、諦めるということも検討するべきか。

・ 現年課税化は特別徴収を前提にした議論になるのではないか。その際には、

所得税においても配慮してもらうなど、所得税と個人住民税をあわせた形で

検討していくことが必要なのではないか。 

・ 現年課税は中長期的に考えていくことが必要であるが、経過措置として、

出国時の課税においては出国時を賦課期日にするなど、課税の特例的なもの

から検討してはどうか。  

３ 今後の検討について 

  本検討会においては、これまでの個人住民税の現年課税化についての議論

を振り返るとともに、令和２年度個人住民税検討会報告書において「これまで

本検討会においては、様々な角度から個人住民税の現年課税化について議論

を続けてきたところであるが、今後、より具体的な検討を進めるためには、現

在、急速に進んでいる企業や市町村におけるデジタル化、マイナンバーカード

の普及などについて一定の進捗が見られた機会を捉え、制度的・実務的な課題、

企業や市町村におけるデジタル化、マイナンバーカードの普及などについて
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一定の進捗が見られた機会を捉え、制度的・実務的な課題、企業や市町村にお

けるシステム改修の必要性等について議論を行うことが適当と考える。」とさ

れたことを踏まえ、昨年度の論点を振り返りつつ、現在の電子化の状況やマイ

ナンバーカードの普及の状況について共有し、個人住民税の現年課税化に向

けた課題についての議論を行った。 

  検討会において出された意見においては、翌年度課税から現年度課税に切

り替わる年度における納税義務者の税負担の課題について、地方団体の各年

度予算との関係からすると、特定の年分の所得に課税をしないこととしても

各年度分の予算に必要な税収が確保されるのであれば、問題は生じないので

はないかとの意見がある一方、土地の譲渡所得等の所得の発生時期を調整す

ることができるものについては、非課税となる年に所得の発生を集めること

ができることとなるため、不公平が生じることに留意する必要があるのでは

ないかといった意見があった。 

また、今後については、諸外国の事例なども調査した上で、議論を行う必要

があるのではないかとの意見があった。 

  個人住民税の現年課税化に向けた検討については、以上のようなことを踏

まえつつ、納税義務者における負担の増加等に関する課題、企業における年末

調整等における事務負担に関する課題、市町村における課税事務に関する課

題等について、過去の検討状況も踏まえて、今後も十分な議論を行うことが必

要であると考える。  
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第３ 公的年金等控除における合計所得金額について 

１ 現行制度の概要 

(1) 公的年金等控除について

公的年金等とは、国民年金法をはじめとする各種社会保障制度及び各種共

済組合制度に基づく年金、恩給及び過去の勤務等に基づき支給される年金、確

定給付企業年金契約又は確定拠出年金規約に基づいて老齢給付金として支給

される年金、適格退職年金契約等に基づいて支給を受ける退職金、その他各種

年金等のことを指すものである。 

公的年金等については、昭和 62 年度の税制改正前までは給与所得とみなし

て課税され、給与所得控除が適用されていた。しかしながら、給与所得とは異

なり経費を必要としないことから概算経費控除としての役割のある給与所得

控除を認めることは適当ではないことや、これらの年金の受給者は高齢者であ

ることなど高齢者への税制上の配慮の観点から、昭和 62 年度の税制改正にお

いて、公的年金等控除が創設されたところである。 

  その後、平成 30年度の税制改正において、公的年金等控除の改正が行われ

ることとされ、令和２年分以後の所得税（令和３年度分以後の個人住民税）に

係る公的年金等控除において、「公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額」

に応じて、公的年金等控除の金額を減少させる仕組みが導入されたところで

ある。具体的には、公的年金等に係る雑所得等以外の合計所得金額が１千万円

以上の場合には 10 万円を、２千万円以上の場合には 20 万円を公的年金等控

除額から差し引くこととされた。 

なお、公的年金等控除は、所得税法第 35条第４項第１号に規定されており、

所得計算上の控除であるため、地方税法には規定されていないが、地方税法第

32 条第２項及び第 313 条第２項の規定によって、個人住民税の所得の計算に

おいても、所得税法の規定の例により、公的年金等控除が適用されることとさ

れているところである。 

(2) 合計所得金額について

合計所得金額は、純損失又は雑損失の繰越控除前の総所得金額、退職所得金

額及び山林所得金額の合計額とされており、所得税法及び地方税法において、

それぞれ規定されているところであるが、地方税法第 32 条第２項及び第 313

条第２項において、地方税法における総所得金額、退職所得金額又は山林所得

金額は、所得税法における総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額の計算

の例によって算出するものとされていることから、一般的に所得税と個人住民

税の合計所得金額は、同一となることとされている。 

しかしながら、現年分離課税により源泉徴収（特別徴収）される退職手当等

については、所得税と個人住民税で取扱いが異なることとされているとこであ

る。具体的には、個人住民税において退職手当等は、他の所得と区分して、支

払を受けた年に課税することとされているため、地方税法の合計所得金額には、
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現年分離課税により源泉徴収（特別徴収）される退職手当等は含まれないこと

とされている。 

一方で、所得税においては当該退職手当等も含めたその一年中に受取った所

得については、原則として、合計所得金額に含まれることとされている。この

ように、現年分離課税により源泉徴収（特別徴収）される退職手当等を有する

者の合計所得金額については、個人住民税と所得税で金額が異なるものとなる。 

(3) 市町村における課税実務について

以上のとおり、平成 30年度改正により、公的年金等控除額の算出に当たっ

ては、所得税法の合計所得金額を正確に把握することが必要となったため、令

和３年度の個人住民税の課税における市町村の実務においては、公的年金等

に係る雑所得を有する者については、現年分離課税により源泉徴収（特別徴収）

される退職手当等を含む合計所得金額を把握する必要が生じていたところで

ある。 

  一方、個人住民税における現年分離課税により源泉徴収（特別徴収）される

退職手当等については、退職手当等の支払を受けるべき日の属する年の１月

１日現在におけるその者の住所地の市町村において課されることとされてお

り、かつ、その徴収の方法についても、源泉徴収（特別徴収）によることとさ

れている。 

また、退職手当等の支払を受けた者が、役員等に該当する者である場合には、

個人の退職手当等の金額が記載されている特別徴収票が市町村に対して提出

されるが、役員等以外の場合には特別徴収票は提出されないこととされている。 

実際に、市町村において、「現年分離課税により源泉徴収（特別徴収）され

る退職手当等を含めた合計所得金額」を把握するためには、確定申告書に拠る

ほかは、役員等以外の者への退職手当等の支払について、給与支払報告書をも

とに、年の途中で退職している納税義務者を把握した上で、その給与の支払者

であった者に対して退職手当等の支払の有無を確認するなどの手間が生じる

こととなる。 

市町村からは、公的年金等控除額の算出のために新たに把握する必要が生じ

た「所得税法における公的年金に係る雑所得以外の合計所得金額」を把握する

ためには、相当の労力が生じるとの意見が寄せられている。  

２ 本検討会における議論 

  本検討会では、各委員から以下のような意見があった。 

（市町村における課税事務） 

・ 個人住民税においては、通常の所得は翌年度に課税されることとなってい

ることから、同じ台帳の中で現年課税の退職所得を管理するということは非

常に難しく、確定申告書の処理をするときの整合性チェックの中で、本人が
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申告した所得と異なるときにエラーがあるものを調べるというのが一般的

である。 

（退職手当等の把握） 

・ 納税者が申告をしていれば把握できるが、所得税で退職所得申告をしない

人の退職所得を把握するには相当な労力がかかる。退職所得が納入されると、

納入書、納入申告書が提出されるが、納入申告書には、退職所得の総収入額、

退職者数、税額の項目があり複数人のものが一緒になっていることがあるた

め、納入申告書だけでは個人が特定できない。 

・ 退職所得の有無については、個別に照会をすれば把握は可能かもしれない

が、事務負担が過大となるため、全てのものに対応するのは困難。また、退

職所得の把握の有無によって控除額の判定に影響があることとなると公平

性が確保できなくなるため、公的年金等控除額の算出を行う際に用いる合計

所得金額には退職所得を含まないような改正等が可能であれば望ましいと

考える。 

・ 退職所得を把握できるような仕組みにするか、個人住民税においては合計

所得金額から退職所得は外すとするか。自治体によって取り扱いが違うとい

うのは適切ではない。 

（公的年金等控除額の算出について） 

・ 合計所得金額を地方税法のものとすれば市町村の事務が楽になり、特別徴

収義務者においても、市町村からの照会が減るというメリットがあるのでは

ないか。 

・ 個人住民税においては、退職所得は現年課税で、その他の所得は翌年度課

税となるので、執行上どうしても課題が生じるのであれば、地方税法の改正

により対応するということも選択肢としてあるのではないか。 

・ 年金所得に対して税負担が軽くなっている状況において、さらに年金で優

遇することになるのではないか。 

３ まとめ 

  合計所得金額は、個人住民税において、各種控除の適用等の際の所得の判定

に利用されており、基礎控除、配偶者控除、配偶者特別控除、扶養控除等にお

いては、地方税法に規定があることから、地方税法の合計所得金額によること

とされているところ。 

一方で、公的年金等控除については、地方税法上には規定されておらず、地

方税法第 32 条第２項及び第 313 条第２項の規定によって、所得税法の計算の

例によることとなるため、個人住民税の計算を行う場合であっても、公的年金

等控除額の算出に当たっては、所得税法の合計所得金額によることとされてお

り、このことが、現年分離課税により源泉徴収（特別徴収）される退職手当等
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の把握と相まって、市町村の実務において大きな負担が生じる状況が生じてい

ることは、既に述べたとおりである。 

  このため、個人住民税の所得の計算を行う上で適用される公的年金等控除

額の算出を行う際の合計所得金額については、地方税法における合計所得金

額（現年分離課税により源泉徴収（特別徴収）される退職手当等を含まないも

の。）とすることが、個人住民税の他の人的控除との整合性という観点からも、

市町村の実務上の観点からも望ましいものと考えられることから、個人住民

税の計算において、公的年金等控除額を算出する際に用いる合計所得金額に

ついては、現年分離課税により源泉徴収（特別徴収）される退職手当等を含ま

ない地方税法の合計所得金額を用いることとすることとすべきである。 
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